
























類の活動への家計の時間配分（大人 1 人あたり、1 日あたりの時間数）を求めた。次に、
サンプル家計の平均値と分散を、作付期間中の 3 時点で比較した。3 時点とは、植え付け
期（時期 1）、収穫前（時期 2）、収穫後（時期 3）である。その結果、農家家計は、農業つ
いては時期 1 に、非農業については時期 3 に、それぞれ他の時期と比べて有意に長い時間
を費やしていることがわかった。しかし、時期 3 であっても、非農業の労働時間を増やさ
ない家計もあれば、増やしている家計もある。そのため、非農業への配分時間の分散は、
時期 3 が他の時期よりも有意に大きい。これらの結果は、一部の（すべてではない）家計
が、作付期中に受けた農業生産ショックに対処する事後的戦略として非農業活動に従事し
ていることを示唆している。しかし、これだけでは結論を出すには十分ではない。まず、
非農業就労を、事前的対処部分と事後的対処部分に分ける必要があり、さらに事後的に非
農業に従事した場合に消費が実際に平準化しているかどうかを検定しなければならない。
このような頑強な分析は、将来の課題として残されている。現在進行中の週ごと聞き取り
調査に、農家圃場ごとの降水量記録、さらに毎週実施している家計構成員の身体計測を合
わせれば、非常に豊富な情報量のあるデータセットが完成し、変動する環境下における家
計レベルのレジリアンスを解き明かすことが可能となるであろう。 
